平成１４年（不）第１８号

裁　　　　　　決

　　　　

請　求　人　　　　根　津　　公　子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同　代理人　　　　宮　里　　邦　雄

同　　　　　　　　萱　野　　一　樹

同　　　　　　　　和久田　　　修

処　分　者　　　　東京都教育委員会

同代表者委員長　　清　水　　　司

同　代理人　　　　石　津　　廣　司

同　　　　　　　　江　藤　　　巧

同　　　　　　　　高　木　　順　一

主　　　　　　　文

請求人が平成１４年５月１０日付けでした審査請求を棄却する。

事　案　の　概　要

１　請求人の請求

　　処分者が平成１４年３月２７日付けで請求人に対して行った減給１０分の１　３月の

処分（以下「本件処分」という。）を取り消す。

２　処分の内容

　　処分者は、平成１４年３月２７日付けで、東京都多摩市立多摩中学校（以下「多摩中」

という。）教諭であった請求人に対し、地方公務員法（以下「地公法」という。）第２９

条第１項第１号、第２号及び第３号の規定により、本件処分を行った。

　その理由は次のとおりであった。

　請求人は「平成６年４月２５日、信用失墜行為により、減給１０分の1、1月の処

分を受け、平成７年９月８日及び平成１１年8月３０日、信用失墜行為で文書訓告の措

置を受けているにもかかわらず、平成１３年9月4日（火）、同月5日（水）及び同月6

日（木）の3日間、いずれの日においても、東京都多摩市立多摩中学校長から、指導主

事の授業参観後の協議会への出席を文書及び口頭で命じられ、毎回校長から出席を促さ

れたにもかかわらず、同会へ3日間とも出席しなかった。

　　このことは、地方公務員法第３２条に違反するとともに、教育公務員としての職の信

用を傷つけ、職全体の不名誉となるものであり、同法第３３条に違反する。

　よって、上記の処分を行うものである。」

争　　　　　　　点　

本件の争点は、次の4点である。

①　請求人に協議会への出席を命ずる職務命令は、違法・不当なものであるか。

②　請求人の協議会への不出席は、信用失墜行為に該当するか。

③　本件処分は、請求人を指導力不足等教員とすることができなかった代わりになされた

　違法・不当な処分であるか。

4 本件処分には、告知聴聞権を侵害した重大な手続的違法性があるか。

１　請求人に協議会への出席を命ずる職務命令は、違法・不当なものであるかについて

［請求人の主張］

ア　本件処分の発端となった、平成13年2月の請求人の授業内容は学習指導要領に照

　らしても何ら問題とされるべきものではない。

　　　何ら問題ではない正当な授業に対する一部の生徒・保護者の苦情をことさらに作り

　　出し、煽り立て、それに絡んで職務命令を乱発した前島俊寛校長（以下「校長」とい

　　う。）のやり方は、職権の逸脱・濫用に当たる。したがって、本件処分の前提となっ

　　た９月４日の職務命令身体が、正当な根拠もなくなされた違法不当なものである。

イ　請求人に指導をするという建前は、請求人の「指導力」の足らないところを「指導」

　　するということにあるが、請求人が「指導力不足等教員」として現在も認定されてい

　　ないことに鑑みれば、多摩市教育委員会（以下「市教委」という。）の「指導」が無

　　効なことは明白であり、かかる無効な指導を行うことを目的とした協議会への出席を

　強要する職務命令もまた、当然無効である。

ウ　校長が、請求人の教育実践に関して１年余にわたり執拗に職務命令を乱発したり、

　　教育内容に対する統制・検閲としか言いようのない、「年間指導計画、週案、指導案、

　　授業に使用するプリント等をその都度校長の許可を得ること。」を協議会で指導しよ

　　うとしていたことや、学校に間接的な管理権しか持たない市教委が、指導主事をして、

　　直接個々の教員の具体的教育活動に介入することは、教育基本法第１０条が禁止して

　　いる不当支配であり、また、学校教育法第２８条の教諭の教育を司る権能を真っ向か

　　ら否定するものであるから、協革会への出席を命ずる職務命令は、違法不当である。

［処分者の主張］

ア　平成１３年２月の請求人の授業の適否は、本件処分の当否とは直接関係ないが、そ

　　の授業には問題があった。

イ　校長が対立を煽ったことなどもとよりなく、職務命令を発したのは、その必要性が

　　あったからであり、職務の逸脱・濫用には当たらない。

ウ　本件処分の前提となった協議会への出席を命ずる職務命令も、請求人の授業改善の

　　必要があったためなされた合理的なもので、もとより適法・妥当なものである。

　　　校長の職務命令は、必要かつ合理的なものであり、不当な支配とは到底言えない。

２　請求人の協議会への不出席は、信用失墜行為に該当するかについて

［請求人の主張］

ア　地公法第３３条にいう「信用失墜行為」とは、その行為が、一般人をして公務員の

　　信用を傷つけるものと評価される場合に成立するものであり、本件は、協議会という

　　単に内部的な会合への出席を拒否したに過ぎず、対外的に公務員としての信用を傷つ

　　けたとは到底評価できない。

イ　地公法第３３条違反が成立するためには、当該職員の行為が職の信用・名誉を傷つ

　けるおそれがあると客観的に認められれば足るとする最高裁判例の立場からしても、

　　「職の信用を傷つける客観的なおそれ」が認められるには、本件の場合、協議会に出

　　席せずために請求人の授業が改善されなかったことにより、指導力不足等教員に認定

　　されたような場合には認められようが、請求人は指導力不足等教員に認定されていな

　いのだから、協議会に出席しなかったことが即「職の信用を傷つける客観的なおそれ」

　　があることにつながるものでないことは明白である。

　以上のことから、本件処分事実は、信用失墜行為に該当しないことは明らかである。

［処分者の主張］

　　地公法第３３条の規定違反が成立するためには、当該職員の行為が職の信用・名誉

を傷つけるおそれがあると客観的に認められれば足り、必ずしも当該行為が第三者に

知られて、対外的に職の信用・名誉が現実に傷つけられたという結果の発生を必要と

するものではない。

　　本件の場合、授業改善を目的とする校長の職務命令に違反したものであり、信用失

墜行為に該当することは明らかである。

３　本件処分は、請求人を指導力不足等教員とすることができなかった代わりになされた

違法・不当な処分であるかについて

［請求人の主張］

　　本件処分の理由である協議会への出席問題は、請求人を指導力不足等教員として決

　定するための手続の一環としてあったが、請求人が当該教員に認定されなかったため、

　その代わりに一転して、協議会に出席しなかったという極めて形式的な一事をとらえ

　て懲戒処分を強行したというのが本件処分の本質であり、このことは懲戒権の濫用で

　あるから本件処分は違法・不当である。

［処分者の主張］

　　校長が協議会への出席を命じたのは、授業改善指導のためであり、指導力不足等教

　員としての決定のためではない。

　　協議会を欠席したという請求人の非違行為は重大なものであり、極めて形式的な一

　事などではなく、また、本件処分発令の経過に照らし、指導力不足等教員として決定

　する代わりに行った処分などでは全くない。

４　本件処分には、告知聴聞権を侵害した重大な手続的違法性があるかについて

［請求人の主張］

　　事情聴取は、懲戒処分を行うための手続の一環であるから、不利益処分を受ける者

には、憲法第３１条の趣旨から、当然に告知、聴聞の権利が保障され、さらに代理人

を選任し手続に参加させることが許される。

　　しかるに、本件事情聴取は、請求人の告知聴聞権を十分に保障しないまま強引に終

了させており、重大な手続的違法性がある。

［処分者の主張］

　　懲戒処分を行うに際して、事前に事情聴取を行うべき旨の法令の規定はなく、まし

て代理人の手続参加を義務付ける規定などないのであって、請求人の主張は失当であ

る。

理　　　　　　　　由

1　認定事実

（1）請求人の経歴、

ア　請求人は、昭和４６年４月１日、東京都公立学校教員に採用され、江東区立大島中

　学校教諭、八王子市立城山中学校教諭、同市立横川中学校教諭、同市立石川中学校（以

　　下「石川中」という。）教諭を経て、平成１２年４月１日、多摩中教諭に任命された。

　　いずれも家庭科の担任である。

　イ　請求人は、石川中に在職時の平成６年４月２５日、同年３月１８日の卒業式におけ

　る校長の国旗掲揚妨害等の理由により、減給１０分の１　１月の懲戒処分を受けた。

　　　また請求人は、平成７年１１月１６日付け及び平成１１年８月３０日付けで、石川

　　中校長の学校運営や国旗・国歌に関する指導を批判する印刷物を生徒に配布したこと

　　等を理由に、それぞれ訓告を受けた。

　（以上、乙第３６号証から第３８号証）

（2）関連法規等

　ア　中学校学習指導要領（以下「学習指導要領」という。）は、学校教育法第３８条及び

　　同法施行規則第５４条の２により、中学校の教育課程の基準として、文部大臣（現在

　　の文部科学大臣）が、公示の形で定めているものである。

　　　平成元年３月公示の学習指導要領では、家庭科の大きな指導領域として、家庭生活、

　　食物、被服、住居及び保育の５領域を定め、うち家庭生活及び食物は必修とし、各々

　　３５時間を授業の標準単位時間とし、家庭生活は１年生時に履修することを標準とし

　　ている。そして、技術科の６指導領域と合わせた１１指導領域の中から、中学校３年

　　間で７指導領域を履修するものと定められている。（乙第５９号証）

　　　一般的には、技術科で４指導領域、家庭科で３指導領域を履修するということが行

　　われている。（証人野中繁市教委指導主事の証言）

　イ　年間指導計画」週案及び学習指導案

　　　これらはいずれも、学習指導要領を踏まえ、投業を計画的に進めるために作成する

　　ものである。

　（ア）年間指導計画

　　　年間指導計画は、担当する各学年ごとに、１年間の指導目標（教科のねらい）を

　　設定し、各月ごとに、行う授業の領域とその指導内容、評価方法等を記入するもの

　　である。週案、学習指導案の母体となるものである。

　（イ）週案

　　　　週案は、１週間単位の授業計画であり、各曜日の各授業時間ごとに、授業の内容、

　　　ねらい、使用教材を一覧表で示し、併せて授業結果の評価・反省事項等を記入する

　　　ものである。週案によって、授業内容や授業の流れ等が、具体的に把握できる。

　（ウ）学習指導案

　　　　学習指導案は、各授業時間ごとに作成するもので、授業の内容、授業の目標、授

　　　業の具体的展開等を示すものである。

　ウ　学校教育法第２１条及び第４０条は、中学校の教科用図書（以下「教科書」という。）

　　について、その使用義務を定め、また、教科書以外の教材で有益適切なものはこれを

　　使用できると定めている。

　エ　地方教育行政の組織及び運営に関する法律第１９条は、指導主事は、学校における

　　教育課程、学習指導その他学校教育に関する専門的事項の指導に関する事務に従事す

　　るものと定めている。

（3）処分対象行為に至る経過

　ア　多摩中では、平成１２年度３年生の家庭科については、平成元年公示の学習指導要

　　領により授業を行うこととされていた。また、同３年生は、1年生時に「家庭生活」、

　　2年生時に「食物」の領域を既に履修していた。

　　　平成1２年10月4日、請求人は校長に対して、平成１２年度の年間指導計画を提

　　出した。この年間指導計画では、３年生の１学期及び２学期では「食物」の授業を、

　　３学期では「男女共生社会を求めて」を大きな指導テーマとした授業を計画していた。

　　　請求人は、この「男女共生社会を求めて」という指導テーマを、家庭科の５つの指

　　導領域の中の、主として「家庭生活」、一部は「保育」の指導領域に当たるものとし

　て位置づけていた。

　　　また、当該３年生に対する家庭科の授業時間は、３年間で１０５時間が割り当てら

　　れていた。

　　（以上、甲第１号証、乙第１号証、請求人本人の証言、証人前島校長の証言、証人野

　　中指導主事の証言）

イ　平成１３年２月１５日午前、多摩中のPTA実行委員会の席で、３年生保護者から、

　家庭科の授業が、従軍慰安婦、同性愛、男女差別（以下「従軍慰安婦等」という。）

　　について行われ、子どもが授業を受けたくないと言っているという苦情が出された。

　　　また、同日午後、卒業式実行委員会のメンバーである生徒数人が校長室に来て、

　　請求人の授業について、教科書を使用しないこと、従軍慰安婦等の授業では先生の

　考え方を押しつけられていると感じるなどの苦情を校長に申し出た。

　　（以上、証人前島校長の証言）

ウ　市教委では、上記の経過や、これまでも多摩中の家庭科の授業では、従軍慰安婦等

　の授業ばかりしているといった苦情が直接寄せられていたことから、請求人の授業観

　　察を行うこととし、平成１３年３月１５日、野中指導主事を多摩中に派遣した。

　　　野中指導主事が観察した２年Ｃ組の授業では、教室の後方でトランプをする生徒

　　もいれば、社会科のノートを写したり、話を始めたりする生徒もいたりで、生徒が集

　　中している授業とはいえない状況であった。

　　（以上、乙第２号証から第４号証）ノ

エ　この授業観察終了後、２年C組の生徒数人が突然校長室に来て、校長に対して、

　　根津先生を辞めさせたら承知しないとか、根津先生はとてもいい先生だ、辞めさせな

　　いでと興奮して発言した。

　　　同日の、担任教諭による生徒への聞き取り調査で、生徒は、請求人が、親しくして

　　いる生徒らを家庭科準備室に呼び、市教委の人は、自分（請求人のこと）を辞めさせ

　　るために来たのだと話し、これに抗議をしてほしい趣旨のことをほのめかしたことを

　　認めた。

　　　しかし請求人は、翌日の職員会議等で上記発言を行ったことを否定し、これを伝え

　聞いた当該生徒らは、以後請求人に対して強い不信感を抱くに至った。

（以上、乙第４号証、証人前島校長の証言、証人原田美知子市教委指導室長（以下「原

　田室長」という。）の証言）

オ　その後も、請求人の授業に対する保護者苦情が市教委に寄せられたことから、市

　　教委は、平成１３年４月２５日、請求人に対して事情聴取を行った。その事前通知は、

　　同月２１日、校長から請求人に行われた。

　　　この事情聴取で、請求人が平成１２年度の３年生への授業では、①教科書を殆ど使

　　用していないこと、②3学期は男女共生社会をめざしてというテーマで、従軍慰安婦

　　等の授業に７時間と、３学期の授業時間の全部を充てていたことが判明した。

　　（以上、乙第５号証、証人前島校長の証言）

カ　平成１３年５月２日、市教委は第２回目の事情聴取を行おうとしたが、請求人の支

　　援者約３０人ほどが押しかけ、実施できなかった。そのため、市教委は平成１３年５

　　月２３日午後２時から再度事情聴取を行おうとしたが、請求人がなかなか入室に応じ

　　なかったことなどから、実質的な事情聴取はできなかった。（乙第６号証、証人原田

　　室長の証言）

キ　平成１３年６月１６日、多摩島境地区教職員組合が、請求人に対する事情聴取を批

　　判し、請求人の従軍慰安婦等の授業に問題はないことなどを内容とするビラを、多摩

　　中学区内に配布した。

　　　校長は、このことによる生徒や保護者の動揺、不安、疑問に対処する必要があると

　　判断し、同月２２日午後７時から臨時保護者会を開催した。これには保護者１３３名

　　及び請求人を含め教職員２３名が出席した。

　　　保護者は１０余人が発言したが、その中心は、「男女共生社会を目指してを取り上

　げてとてもいいと思うんですけど、だけどなぜ、その中で従軍慰安婦、同性愛、男女

　　差別、その３つだけの項目で取り上げられるのか、私にはとってもわからない。」と

　　いった、従軍慰安婦等の授業に対する苦情や、同年３月１５日の生徒達の行動につい

　　ての真相を明らかにしてほしいという要請であった。

　　（以上、乙第５６号証及び第５７号証）

ク　臨時保護者会後も、保護者から、もうこれ以上子供たちを請求人に委ねられないと

　　か、男女共生のテーマとして従軍慰安婦等に固執されるのがわからないといった、請

　　求人に関する様々な苦情が寄せられた。また、平成１３年６月２６日には、３年生３

　　人が請求人の授業をボイコットする事態が生じた。

　　　市教委は、先の事情聴取が抗議行動等によって十分でなかったことに加え、こうし

　　た状況をこのまま放置できないとして、藷求人に対する授業観察を実施し、授業改善

　の指導をすることとし、同年７月６日、１０日、１１日及び１２日を実施日とした。

１２日には授業観察後、協議会の開催も予定していた。

　　　この協議会は、市教委が設定するもので、授業改善指導を必要とする教員に対して、

　　その授業観察を踏まえ、指導主事等指導に当たる者と、指導を受ける者とが一堂に会

　　し、互いに意見交換をしながら、授業改善の内容や方向を指導していくという性格の

　　会議体ないしは会議の場であった。

　　（以上、乙第１０号証、乙第４５号証、乙第４７号証、乙第５２号から第５４号証、

　　　乙第５５号証、証人原田室長の証言）

ケ　校長は、授業の流れを把握し授業観察を効果的に実施するため、平成１３年７月２

　　日、請求人ら子対し、１学期の週案を、同月７日までに提出するよう命じた。

　　その後、授業観察の実施日が同月６日となったため、校長は、同月４日に、１学期

　　の週案を同日中に提出するよう、請求人に命じた。

　　　同日請求人から週案の提出があったが、校長は、授業のポイント等が記載されてい

　　ない不十分なものであると判断した。

　　　請求人が提出した週案では、例えば１６日（水）＜何月かは不明＞の学習内容の欄

　　には、１時限分は糊化のまとめ、２時限分はだんご、３時限分はべ－コン、４時限分

　は調味料　HWと記入されていた。

　　　同月６日、授業観察が実施され、同月１０、１１及び１２日にも行うこととされた。

　　（以上、乙第１１号証から第１３号、証人前島校長の証言）

コ　平成１３年７月７日、校長は請求人に対して、同月１０日から１２日までの学習指

　　導案を同月９日までに提出するよう命じた。

　　　これは、校長が上記週案が不十分なものと判断し、同月１０日から１２日までの授

　　業観察に資するため、その代替措置として命じたものであった。

　　　請求人は同月１０日に提出したが、校長は、学習指導案といえるものではなく、メ

　　モに過ぎないと判断し、同月１１日に、明１２日の学習指導案を出すよう再度命じた

　　が、提出はされなかった。

　　　請求人が提出した学習指導案は、メモ用紙大の紙に記入され、何月何日の授業かは

　　記入がなく、３年B組の授業については、プリントNO．6　アイスクリームの実習、

（改行して）、説明から片付けまで（４５分）と2行書いてあった。

　　（以上、乙第１４号証及び第１５号証、証人前島校長の証言）

サ　なお、平成１３年７月１１日、校長は請求人に対して、年間指導計画を同月１９日

　　までに提出するよう命じた。それまでの経過は、以下のとおりである。

　　　校長は、年度当初全教員に対して、書式を設定し、教科のねらい、月別の指導内容

　　等及び評価の3つを柱とする、年間指導計画の提出を求めた。

　　　請求人は同年5月２２日に年間指導計画を提出したが、校長は、学習指導要領との

　　関連性が示されていないなど不十分なものと判断し、同年6月1日、再提出するよう

　　命じた。

　　　そこで請求人は同年7月１１日に提出したが、これも校長は、教科のねらいと評価

　　の記載がなく、また学習指導要領の内容との関連性が分からないなど不十分なもので

　あると判断し、同日、再度のやり直しを命じた。

　　（以上、乙第７号証、第８号証、第１５号証、第１６号証、第１８号証、第４１号証、

　　第４２号証、証人前島校長の証言）

シ　授業観察は予定どおり実施されたが、平成１３年7月１２日に予定していた協議会

　　は、請求人が校長の命令に従わず出席を拒み、開催できなかった。

　　　そこで市教委は、同月１６日、野中指導主事を多摩中に派遣し、請求人に対し、授

　　業計画の作成に関する改善事項、授業開始時に行うべきこと、授業中の留意事項に関

　　し指導を行った。

　　　請求人は、上記指導事項を聞いた後、この場は、職務命令を行う場か否かを野中指

　　導主事に聞いたところ、指導・助言の場であって命令を行う場ではないとの回答があ

　　ったので、指導助言は聞いたのでこれ以上いる必要はないと判断して退出した。

　　　なお、請求人に対する指導事項の中には、年間指導計画、週案、指導案を作成し、

　　校長の許可を得ること、授業に使用するプリントは、その都度校長の許可を得ること

　　も挙げられていた。

　　（以上、乙第１９号証、証人前島校長の証言）

ス　平成１３年７月１９日、校長は、請求人が年間指導計画を提出しなかったことから、

　　同月２３日に、学校で、所定の書式により年間指導計画を作成するよう命令した。

　　　同日、請求人は年間指導計画を提出したが、校長は、教科のねらいと評価の部分が

　　記入されているが、学習指導要領の内容との関連性が不明であると判断し、その改善

　　指導等を行うべく、同月２７日の出勤を請求人に命じた。

　　　なお請求人は、この２３日に、年間指導計画を提出するとともに、校長に対して

　質問書（以下「７月２３日付質問書」という。）を提出し、文書による回答を要求し

　　た。

　　　その内容は、①既に提出した年間指導計画で、従軍慰安婦等の授業は行わないとし、

　　その部分は書き直したのだから、再々提出は不要ではないか。②経過から考えて、根

　　津に対してだけ年間指導計画を何度も提出させる理由はないから、新たに提出理由が

　　生じたら、その理由を伝えてくださいなどというものであった。

　　（以上、甲第１１号証、乙第２１号証の1及び2、乙第２２号証及び第２３号証）

　セ　これまでの経緯から、市教委は、平成１３年9月も続けて、請求人への授業観察及

　　びその終了後の協議会開催を行うこととした。（証人原田室長の証言）

（4）処分対象行為に関る経過

　ア　平成１３年９月1日、校長は、教頭を伴い、職員室で請求人に対し、来週授業参観

　　を行い、その後協議会を開くので出席するよう命じたが、請求人は出席を拒否した。

　　そこで校長は、これは職務命令ですと重ねて伝えたが、請求人は口頭での職務命令は

　　ないなどと言って、職員室から出て行った。（乙第２８号証）

　イ　同月4日、校長は教頭を伴い、職員室にいた請求人に対し、同日から6日まで3日

　　間授業参観及びその後の協議会実施を伝え、協議会への出席を口頭及び文書で命じた。

　　　これに対し請求人は、先に7月２３日付質問書に回答することを求め、校長が口頭

　　で回答すると言うと、職員室から出て行った。

　　　同日の授業参観が終了しても、請求人は協議会に出席しようとせず、校長が再三出

　　席を命じても、（7月２３日付質問書への回答を）文書で出すのが先でしょうと言っ

　　て応じず、結局協議会に出席しなかった。

　　（以上、乙第２５号証、乙第２８号証）　　　　　　　　　　　　一

　ウ　同月5日、請求人は授業参観後も協議会へ出席しようとせず、校長が繰り返し出席

　　を命じても無言のまま応じず、結局この日の協議会に．出席しなかった。（乙第２８号

　　証）

　エ　同月6日、請求人は授業参観後の協議会に出席しようとせず、校長が繰り返し出席

　　を命じたが、その前にやることがあるでしょうと言っただけで、後は無言のままで、

　　校長の命令に応じず、この日の協議会に出席しなかった。

　　　このことから校長は、職員室で、請求人に対して、「多摩中学校根津教諭に対する

　　授業観察後の指導事項」と題する文書を読み上げ、請求人に渡そうとしたが、請求人

　はこれを手で払い、受け取らなかった。

　　　当該文書には、具体的な指導事項として、①現3年生に関する3年間を通じた年間

　　指導計画を再作成し、校長の承認を得ること、②教科書以外に使用する教材等につい

　　ては、必ず事前に校長の承認を得ることなどが挙げられていた。

　　（以上、乙第２７号証及び第２８号証）

（5）処分対象行為後の経過

　ア　市教委は、上記(4）の経緯から、請求人に対し、引き続き授業観察と協議会の開催

　　を行うこととした。

　　 校長は、平成１３年9月１２日、請求人に、明１３日に授業観察を行い、その後協

　  議会を開催するので出席するよう命じた。しかし、請求人は協議会に出席しようとせ

　ず、校長が出席を命じても応じず、結局協議会に出席しなかった。

　 　請求人は、前もって出席を命じられていた、同月２０日の授業観察後の協議会に出

　 席しようとせず、校長が出席を命じても応じず、結局協議会に出席しなかった。

　 　請求人は、前もって出席を命じられていた、同月２５日の授業観察後の協議会に出

　 席しようとせず、校長が出席を命じても応じず、結局協議会に出席しなかった。

　 （以上、乙第２８号証）

　イ　市教委は、校長に服務事故報告書を提出させるとともに、平成１４年2月8日、同

　  月１２日及び同月１８日の3回、請求人に対する事情聴取を行った。校長の服務事故

　  報告書は、同月5日付けで提出された。

（ア）平成１４年2月8日の事情聴取は、請求人の代理人萱野一樹弁護士（以下「萱野

　 　弁護士」という。）も途中まで出席して行われ、請求人は上記(4）イ及びウの事実を

　　　大筋で認めた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（イ）平成14年2月12日の事情聴取は、請求人が、今日は資料を持ってきていない

　　などと主張し、実質的な内容に入れなかった。

（ウ）平成１４年2月１８日の事情聴取では、聴取の前段階で、請求人が、事前に組合

　　活動を行うため職免等の手続をしていたのに、その時間帯に事情聴取を設定するの

　　は組合活動に対する妨害行為であると主張し、市教委が、校長は職免等を許可して

　　いない、公務が優先する、と言っても聞かず、午後３時になると退席しようとした。

　　市教委は、事情聴取を拒否したものとみなし、事情聴取の終了を請求人に告げた。

（エ）平成１４年2月１９日、市教委は、東京都教育委員会（以下「都教委」という。）

　　　に請求人に関する服務事故報告を行った。

　　（以上、乙第２８号証から第３２号証）

　ウ　都教委は、平成１４年2月２１日、請求人に対する事情聴取を行うこととし、事前

　　にそのこと及び立会人は認められないことを請求人に通知していた。

　　　しかし当日、請求人は、同行していた萱野弁護士の同席を要求し、都教委がこれを

　　断ったところ、代理人立会いでなければ応じられないと事情聴取を拒否した。

　　　都教委は、事情聴取が実施できないことから、その終了を請求人に伝えた。

　　（以上、乙第３３号証）

　エ　都教委は、処分者として、平成１４年3月２７日付けで、本件処分を発令した。

　　なお、地公法第２９条に定める懲戒処分の量定について、都教委は、戒告を最も軽

　いものとし、以下減給１０分の１　1月、減給１０分の1　3月と処分を重くしてい

　　くものとしており、また本件処分のような、職務命令違反事案については、1回の職

　　務命令違反について戒告処分をベースとし、2回以上の職務命令違反及び過去の懲戒

　　処分歴があれば、それぞれ量定を1段階重くするものとしており、本件処分はかかる

　　基準によってその量定（減給１０分の１　３月）が決定された。（証人都教委新井清

　　博元職員課長（以下「新井課長」という。）の証言）

（6）指導力不足等教員の申請に関る経過

ア　指導力不足等教員とは、指導力不足等により児童・生徒を適切に指導できないため、

　　区市町村教育委員会の申請に基づき、都教委が、研修等の人事上の措置を要すると決

　　定した者をいう。本件当時は、指導力不足等に係る教員の取扱いに関する要綱により

　　行われていた。

イ　平成１３年9月２６日、校長は、請求人を指導力不足等教員として市教委に申請し、

　　これを受けて市教委は、同月２７日、都教委に指導力不足等教員の申請を行った。

　　　その主な理由は、①授業ではほとんど教科書を使用していないこと、②適正な授業

　　のための、正確な指導内容のわかる年間指導計画が未提出であること、③授業観察時

　  における指導内容が、学習指導要領で指導すべき内容となっていないこと、④生徒と

の信頼関係が崩壊し、保護者からの苦情も数多いこと、⑤授業改善のための指導を請

　 求人が拒否し改善は見られないことなどであった。

　（以上、甲第４０号証及び第４１号証）

ウ　都教委は、平成１３年１０月2日、同月4日、同月２２日及び同年１１月2日の4

　回、請求人の意見を聞く機会を設定し、意見を聴取した。（甲第２３号証及び第２４

　　号証）

　エ　平成１４年2月２８日、指導力不足等教員の判定会が開催され、請求人を指導力不

　  足等教員として認定しないと決定された。都教委は、市教委に対し、同年3月１０日

　  ころ口頭でその旨伝達し、同年3月２０日に文書で正式に通知した。

　　　同文書では、指導力不足等教員の決定には至らないが、教育活動上改善すべき課題

　　があるので市教委及び多摩中校長が適切な指導を行うよう通知すると記されていた。

　　都教委の上記通知を受けて、市教委は、平成１４年3月２２日、校長に通知すると

　　ともに、請求人に対して通知文を送付した。

　　（以上、甲第３８号証及び第３９号証、乙第６１号証、証人新井課長の証言）

（7）吉田市議の手紙について

　　平成１３年3月7日、当時多摩市の市議会議員であった吉田千佳子（以下「吉田市議」

　という。）が請求人に渡したとする手紙（以下「本件手紙」という。）には、当時の石川

　武多摩市教育長（以下「石川教育長」という。）から聞いた話として、次のことが記さ

　れていた。

　「根津様

本日スキー教室の件で石川教育長に話を聞いた時に、先方から根津さんについての話

　が出ましたのでご報告します。

　　根津さんがおっしやっていらしたこと（八王子から多摩に引き受けたこと、何とか指

導力不足教師として整理したい。など）とほぼ同様のことが、石川氏の口から話されま

　した。

　　私が聞いた訳ではなく、石川氏にとっては、根津さんを現場から外すことが多摩に

　引き受けた大きな目的であり、今そのチャンスをねらっているというものでした。

　（以下略）」

　本件手紙に関する、吉田市議の主な証言は、次のとおりであった。

　①　本件手紙は、平成１３年3月7日、市役所の4階廊下で、議会の休憩時間中に、石

　川教育長から、スキー教室の件で調査依頼したことの報告を受けたときに、教育長か

　　ら聞いた内容をその日のうちにメモして、請求人に直接渡したものです。

　②　本件手紙で、（八王子から多摩に引き受けたこと、何とか指導力不足教師として整

　　理したい。など）と、根津さんがおっしやっていらしたとして括弧でくくってある文

　　言は、根津さんがおっしやったと誤解されやすいですね。ところが違うんですよ。慌

ててメモしたので、こういう書き方になったんだと思いますが、根津さんがおっしゃ

　　ったことというのは、授業の内容で問題になるかもしれないということです。

③　本件手紙で、石川氏にとっては、根津さんを現場から外すことが多摩に引き受けた

　大きな目的であり、今そのチャンスをねらっているというものでしたとある文言は、

　私の受けた感じとして、そういうふうに感じを受けたというふうにとっております。

　　（以上、甲第3号証、証人吉田市議の証言）

2　争点に対する判断

（1）請求人に協議会への出席を命ずる職務命令は、違法・不当なものであるかについて

　ア　請求人は、当該職務命令は違法・不当なものであるとし、その第一として、本件の

　　契機となった、請求人の平成１３年2月の、3年生に対する、男女共生をテーマとす

　　る授業は、学習指導要領に照らしても何ら問題でないにもかかわらず、これに対する、

　一部の生徒・保護者の苦情をことさらに作り出し、苦情を組織し、それに絡んで職務

　命令を乱発した校長のやり方は、職権の濫用・逸脱に当たるから、本件処分の前提と

　　なった9月4日の当該職務命令自体が正当な根拠なくなされた違法・不当なものであ

　　ると主張している。

　　この点については、以下のように判断する。

（ア）請求人は、平成１３年3学期の3年生への授業（以下「本件授業」という。）は

　　何ら問題はないと主張しているが、本件授業については、次のことがいえる。

　①　学習指導要領との関係でいえば、請求人は、認定事実（3）アのとおり、「男女共生

　　社会をめざして」という本件授業の指導テーマを、学習指導要領における家庭科の

　　5つの指導領域の中の、「家庭生活」領域のものとして位置付け、その具体的授業

　　は、認定事実（3）オのとおり、従軍慰安婦等についてのものであったことが認めら

　　れる。

　　　しかしながら、認定事実（3）アのとおり、3年生は、既に1年生時に、「家庭生活」

　　の領域を履修しているのであるから、３年生時に、更に重ねて「家庭生活」領域の

　　授業を受けたことになる。

　　　また一方で、認定事実(2)ア及び（3）アのとおり、家庭科では、3領域を履修する

　　ことが行われ、授業時間が３年間で１０５時間が割り当てられ、内「家庭生活」と

　「食物」で各々３５時間が割かれることになっていることから、残余の３５時間は、

　  本来、他の領域の授業に割り当てられていたものと判断できる。

　　　にもかかわらず、請求人が、３学期に「家庭生活」の領域として本件授業を行い、

　かつ１学期、２学期に「食物」頓域の授業を行った結果、当該３年生は、３年間を

　通じて、「家庭生活」及び「食物」以外の領域の授業を履修していなかったと認め

　  られる。

　　 男女平等、男女共生をテーマとする家庭科の授業も重要であるが、既に履修した

　 領域を、３学期全部を充てて再度履修させたために、履修すべき領域が履修できな

　 くなるような請求人の授業の進め方が、学習指導要領に沿ったものとはいえない。

　 　以上のことから、本件授業は学習指導要領上何も問題はなかったとする請求人の

　 主張は、これを認めることができない。

②　さらに、認定事実（2）ウのとおり、請求人は教科書使用義務があるにもかかわら

　ず、認定事実（3）オのとおり、本件授業に殆ど教科書を使用していない。

③　加えて、認定事実（3）イ、ウ、オ、キ及びクのとおり、本件授業に対しては、生

　徒及び保護者から様々な苦情が寄せられている。

とりわけ認定事実（3）キ及びクにある保護者の苦情は、保護者が強い不満を持っ

ていたものと認められるものである。

以上のことから、本件授業には問題があったと言うべきであり、何ら問題ないと

する請求人の主張は、これを認めることができない。

（イ）また、請求人は、校長が当該授業に対する一部の生徒・保護者の苦情をことさら

　に作り出し、苦情を組織したと主張しているが、このことを裏付ける具体的事実は

　　認められない。

（ウ）次に、請求人は、校長の職務命令は職権の濫用・逸脱に当たると主張しているが

　　このことについては、以下のことがいえる。

①　上記（ア）のとおり、本件授業には問題があり、加えて認定事実（3）ウ及びクの

　とおり、授業観察の結果、生徒が授業に集中していないなど、請求人の授業指導に

　問題があることが明らかになり、また、生徒が請求人の授業をボイコットする事態

　まで生じていた。

　　　さらには、本件授業を契機に、認定事実（3）エ及びキのとおり、授業観察につい

　　ての請求人の発言を巡って、請求人と生徒間に強い不信が生じ、また、保護者会を

開催する事態にまで至ったのである。

　　したがって、校長が以上のような状況を改善するために、

・学習指導要領を踏まえた年間指導計画等を作成させ、それに沿った授業を行わせ

　ること。

・授業観察の実施や協議会の開催等により、具体的に授業改善の指導を行うこと。

　　・保護者からの、請求人に対する苦情、要望に適切に対処すること。

　　　などの対応策を講じることは、学校教育法第２８条に定める、「校務をつかさど

　　　り、所属職員を監督する」立場にある校長として、当然なすべき職務行為であるか

　ら、それに必要な職務命令を発することは、正当な理由があったと認められる。

②　また、校長が発した個々の職務命令の内容は認定事実（3）、(4)及び（5）中の職務

　命令に関する項のとおりであり、上記①にある、校長の改善目的に沿った正当なも

　 のであると判断できる。

③　次に、職務命令を乱発した校長のやり方は、職権の濫用・逸脱に当たるとlの主張

　について検討する。

確かに、認定事実（3）、（4）及び（5）中の職務命令に関する項のとおり、杖長は請

求人に対し多くの職務命令を発している。

しかしそれは、請求人が、上記認定事実の各項のとおり、校長の職務命令を拒否

し、あるいは校長の職務命令の意図に沿わない年間指導計画等を提出し、あるいは

校長に出した7月23日付質問書への回答が先だとして、校長の職務命令に従わな

かったために、校長が新たな職務命令を発せざるを得ず、これに対してまた請求人 

が拒否等の対応をするといった繰り返しの結果、職務命令が多くに及んだものであ

　って、その原因は、校長の職務命令に対する請求人の対応にあったといえる。

したがって、校長が多くの職務命令を発したことは、乱発、職権の濫用・逸脱と

　はいえず、請求人の主張は失当である。

校長の個々の職務命令が、平成１３年9月4日の職務命令も含め、その目的や、

　　命令の内容から見て正当なものであることは、①及び②で述べたとおりである。

　　以上のことから、請求人の第一の主張はこれを認めることができない。

イ　請求人は、第二として、請求人に指導をするという建前は、請求人の「指導力」の

　　足らないところを「指導」するということにあるが、請求人が「指導力不足等教員」

　　として現在も認定されていないことに鑑みれば、市教委の「指導」が無効なことは　　明白であり、かかる無効な指導を行うことを目的とした協議会への出席を強要する職務

命令もまた、当然無効であると主張している。

　　しかし、教員が指導力不足等教員の認定を受けていないからといって、その授業を

改善指導する必要がないとは一概にはいえない。

　上記ア（ウ）で述べたように、請求人には、本件授業をはじめ、その授業方法に問

題があったのであるから、校長としてその改善を図ることは、正当な職務行為であり、

その一環として、授業改善指導の場である協議会への出席を命ずる職務命令も、正当

な職務命令である。

　　したがって、請求人の第二の主張は、これを認めることができない。

ウ　請求人は、第三として、校長が、請求人の教育実践に関して1年余にわたり執拗に

職務命令を乱発したり、教育内容に対する統制・検閲としか言いようのない、「年間

　指導計画、週案、指導案、授業に使用するプリント等をその都度校長の許可を得るこ

　と。」を協議会で指導しようとしていたことや、学杖に間接的な管理権しか持たない

　市教委が、指導主事をして、直接個々の教員の具体的教育活動に介入することは、教

　育基本法第１０条が禁止している不当支配であり、また、学校教育法第２８条の教諭

の教育を司る権能を真っ向から否定するものであるから、協議会への出席を命ずる職

務命令は、違法不当であると主張している。

　このことについては、以下のように判断する。

　　既に述べたように、校長は学校教育法第２８条により校務をつかさどり、所属職

員を監督する権限を持つのであるから、年間指導計画等を学習指導要領を踏まえて作

成するよう職員を指導監督したり、プリントについて、学習指導要領や教科書に沿っ

た適切なものを使用するよう指導監督することは、校長の権限に属することである。

　　そして、本件授業をはじめ請求人の授業方法に問題があったことは既に述べたとお

りであるから、校長が請求人に対して、年間指導計画等の内容について指導したり、

プリント等の使用について校長の許可を得るよう指導することは、教育基本法第１０

　条に規定する、不当な支配の禁止に該当するものではなく、また、学校教育法第２８

　条に規定する、教諭の教育をつかさどる権能を否定するものでもない。

　　また、指導主事の所管事務は、認定事実（２）)エのとおりであるが、直接個々の教員

を指導することを禁止あるいは制限するような規定は置かれておらず、請求人の主張

は根拠がない。

　　したがって、請求人の第三の主張は、これを認めることができない。

　　以上のことから、請求人の協議会への出席を命ずる職務命令は、違法・不当なもので

あるとする請求人の主張は、理由がない。

（2）請求人の協議会への不出席は、信用失墜行為に該当するかについて

　ア　請求人は、信用失墜行為に該当しないとし、その第一として、信用失墜行為とは、

　　その行為が、一般人をして公務員の信用を傷つけるものと評価される場合に成立する

　　ものであり、本件は、協議会という単に内部的な会合への出席を拒否したに過ぎず、

　　対外的に公務員としての信用を傷つけたとは到底評価できないと主張しているので、

　　この点について検討する。

　　地公法が、第３３条で信用失墜行為の禁止を規定していた趣旨は、公務員が、全体

　の奉仕者として、公共の利益のために勤務すべき地位・立場にあることから、公務員

　に高度の行為規範を求め、それを法規範として定めたというところにある。

　　このことを踏まえるならば、信用失墜行為が成立するか否かは、その行為自体を社

　会通念に照らして判断すれば足り、その行為を一般人が了知し、それを信用失墜行為

　　であると判断するということは必要要件ではないと解される。

　　　このことを本件について言えば、協議会への出席を命ずる校長の職務命令を請求人

　が拒否して出席しなかったという行為自体について、信用失墜行為に該当するか否か

　　を判断すれば足りるということである。

　　請求人の授業方法に問題があったため、その改善を図ることは校長としての正当な

　　職務行為であり、その一環として、協議会への出席を命ずる職務命令もまた、正当な

　　職務命令であることは、（1）ア（ウ）で述べたとおりである。

　　　したがって、協議会に欠席したということは、授業改善を行うべき必要性が請求人

　　にはあったにもかかわらず、それを拒否したものであるから、信用失墜行為に該当す

　　るものといえる。

　　　以上のことから、請求人の第一の主張は、これを認めることができない。

　イ　次に請求人は、第二として、地公法第３３条違反が成立するためには、当該職員の

　行為が職の信用・名誉を傷つけるおそれがあると客観的に認められれば足るとする最

　高裁判例の立場からしても、「職の信用を傷つける客観的なおそれ」が認められるに

　は、本件の場合、協議会に出席せず、ために請求人の授業が改善されなかったことに

　より、指導力不足等教員に認定されたような場合には認められようが、請求人は指導

　　力不足等教員に認定されていないのだから、協議会に出席しなかったことが即「職の

　　信用を傷つける客観的なおそれ」があることにつながるものでないことは明白である

　と主張している。

　　しかしながら、最高裁判例からすれば、平成１３年9月4、5及び6日の協議会に

　出席を命ぜられていたにもかかわらず欠席したという行為について、職の信用を傷つ

　ける客観的なおそれがあったか否かを判断すべきものであって、その後に生じた事情、

　具体的には、認定事実(6)イ及びエのとおり、平成１３年9月２６日に出された、請

　求人についての指導力不足等教員の申請に対して、翌平成１４年3月２２日に認定し

　ないとする決定通知が出されたということをも含めて判断すべきものとは解されな

　い。

　　したがって、請求人の第二の主張は、当該最高裁判例についての独自の解釈に基づ

　くものであるから、これを採用することはできない。

　以上のことから、請求人の協議会への不出席は、信用失墜行為に該当しないとする請

求人の主張は、理由がない。

(3)　本件処分は、請求人を指導力不足等教員とすることができなかった代わりになされた、

　違法・不当な処分であるかについて

　　請求人は、本件処分の理由である協議会への出席問題は、請求人を指導力不足等教員

　として決定するための手続の一環としてあったが、請求人が当該教員に認定されなかっ

　たため、その代わりに一転して、協議会に出席しなかったという極めて形式的な一事を

　とらえて懲戒処分を強行したというのが本件処分の本質であり、このことは懲戒権の濫

用であるから本件処分は違法・不当であると主張している。

　　この主張については、以下のとおり判断する。

　ア　協議会は、（1）イで述べたように、請求人に対する授業改善指導のために設定され

　　たものであり、請求人を指導力不足等教員に認定するための手続の一環としてあった

　　とする請求人の主張は失当である。

　イ　請求人が指導力不足等教員として認定されなかったために、一転して懲戒処分を強

　　行したとする、請求人の主張の詳細は次のとおりである。

　　　処分者が請求人の処分対象行為とした最後の行為（平成１３年9月２５日の協議会

欠席）から、市教委が校長に服務事故報告書を提出させた平成１４年２月５日までの

間、４か月もの空白があるが、これは市教委が言うような、処分の検討を行っていた

ためではなく、請求人を指導力不足等教員として認定するよう都教委に働きかけて、

その結果を待っていたからに過ぎないのであり、指導力不足等教員として認定されな

いことが明らかになった段階で、その代替として、本件処分に向けて動き出したので

ある。

この主張によれば、市教委が本件処分について校長に服務事故報告書を提出させた

平成１４年２月５日の時点では既に、市教委は請求人が指導力不足等教員に認定され

ないことを知っていたことが、当然の前提となる。

　　しかしながら、認定事実（6）エのとおり、平成１４年2月5日の時点では、請求人

を指導力不足等教員とするか否かを決定する判定会は開催されていない。判定会が開

催されたのは同月２８日である。市教委は、同年3月１０日ころ、判定結果を都教委

から口頭で聞いたとしている。

　　請求人は、判定会での正式決定の前に、事実上の方針案があって、それを事前に市

教委は知っていたのではないかと主張しているが、これを根拠付ける事実は見当たら

ない。

　したがって、請求人が指導力不足等教員として認定されなかったために、一転して

懲戒処分を強行したとする請求人の主張は、事実関係に照らしてその根拠がなく、採

用することができない。

　　なお、請求人は、本件処分に至る経緯は、石川教育長の言葉どおりに、校長と市教

委が、請求人を指導力不足等教員として排除するための理由を探り出し、あるいは作

り出す過程であったが、指導力不足等教員と判断できなかったため、方針を転換し、

請求人を職務命令違反による懲戒処分に付することを画策したのが真相であるとも主

張している。

　　その根拠として、

①　石川教育長が、吉田市議に対して、「根津さんを現場から外すことが多摩に引き

　　受けた大きな目的であり、今そのチャンスをねらっている。」などと発言したとし

　　て、これを主張の出発点とし、加えて、

②　請求人に対する年間指導計画の提出に関する問題は、指導力不足等教員として排

　　除する最初の試みであった。

　③　３月１５日に突然授業観察を強行したことは、保護者らの苦情を口実として、請

　　求人の教育活動に直接介入し、指導力不足等教員としての申請や処分の理由を探す

　　ためであったと推認される。

　④　請求人を排除するためには、もっと多くの苦情を集める必要があるとして、市教

　　委の職員らが個別訪問して、「苦情」を集めた。

　⑤　請求人の提出した「週案」の書き直しを命じなかったのは、請求人を指導力不足

　　等教員にでっち上げるための「実績」作りのために無理難題を押し付けたものとし

　　か考えられない。

　　などの主張を行っている。

　　①の主張の根拠となっている本件手紙については、認定事実（7）から、次のことが

　言える。

　　第一に、本件手紙にある、「根津さんを現場から外すことが多摩に引き受けた大き

　な目的であり、今そのチャンスをねらっている。」という文言は、吉田市議が感じた

　ことを記したものだと吉田市議は証言しているのに、それが石川教育長の発言と置き

　換えられ、請求人の主張の根拠に使われていること。

　　第二に、本件手紙の中の括弧内の文言は、社会一般的には、請求人の発言と読める

　ものであるが、そうではないと吉田市議は証言しており、記述の正確性に疑問がある

　こと。

以上のことから、本件手紙は、石川教育長の正確な発言を確認するものとするには

　疑問点が多く、本件手紙を根拠とする請求人の①の主張は認めることができない。

　　また、②から⑤の主張は、これを根拠付ける具体的事実は示されていないから、採

　用することはできない。

　　以上のことから、請求人の主張は、認めることができない。

ウ　請求人は、協議会を欠席したことを、極めて形式的な一事としているが、校長が協

　議会の出席を命じたのは、（1）ア（ウ）で述べたように、請求人には、本件授業をは

　じめ、その授業方法に問題があったことから、その改善を図るために発せられたもの

　であって重い内容を持っているものであり、極めて形式的な一事と言い得るような

　ものではない。

　　以上のことから、本件処分は、請求人を指導力不足等教員とすることができなかった

代わりになされた、違法・不当な処分であるという請求人の主張は、理由がない。

（4）本件処分には、告知聴聞権を侵害した重大な手続的違法性があるかについて

　　請求人は、事情聴取は、懲戒処分を行うための手続の一環であるから、不利益処分を

受ける者には、憲法第３１条の趣旨から、当然に告知、聴聞の権利が保障され、さらに

　代理人を選任し手続に参加させることが許されるにもかかわらず、本件事情聴取は、請

　求人の告知聴聞権を十分に保障しないまま強引に終了させており、重大な手続的違法性

　があると主張している。

　しかし、懲戒処分を行うに当たって、告知、聴聞の権利を保障し、また、代理人を選

　任し手続に参加させるべき規定は、行政手続法や地公法にはなく、処分者が懲戒処分を

　行うに当たってどのような手続によるかは、処分者の合理的な裁量に委ねられている。

　　したがって、請求人が主張するような手続が付与されなかったからといって、本件処

　分が違法・不当になるものではない。

　本件処分に当たっては、認定事実
(5)イ及びウのとおり、市教委、都教委とも事情聴

　取の場を設定し、請求人の主張、弁明の機会を設けた。

　　しかし、市教委の事情聴取については、請求人が、組合活動に対する妨害行為である

　と主張し、校長が職免は許可していないなどと言っても聞き入れず、退室しようとした

　ため市教委が事情聴取の終了を告げたものであり、また、都教委の事情聴取については、

　請求人が代理人の立会いを認めるのでなければ応じられないと事情聴取を拒否したた

　め、都教委が事情聴取の終了を告げたものであるから、これらの処分手続が合理性を欠

　くものとは認められない。

　以上のことから、本件処分は告知聴聞権を侵害した重大な手続的違法性があるとする

　請求人の主張は、理由がない。

（5）本件処分の量定について

　　最後に、請求人を減給１０分の1　3月とした、本件処分の量定の当否について判断

　する。

　　認定事実（5）エのとおり、都教委は、地公法第29条に定める懲戒処分の量定につい

　て、戒告を最も軽いものとし、以下減給１０分の１　１月、減給10分の1　3月と処分

　を重くしていくものとし、本件処分のような、職務命令違反草案については、1回の職

　務命令違反について戒告処分をベースとし、２回以上の職務命令違反や、過去の懲戒処

分歴があれば、それぞれ量定を1段階重くするものとしており、本件処分はかかる基準

によってその量定が決定されたものである。

　このような量定決定方法は、社会通念的に見て、処分者の裁量権の行使として許容で

きる範囲のものであると考える。

　以上のことから、本件処分の量定には、違法性、不当性は認められない。

３　結論

　以上のとおりであるから、本件処分を違法又は不当とする理由は認められない。

　よって、不利益処分にちいての不服申立てに関する規則第６３条第１項第２号の規定

により、主文のとおり裁決する。

平成１６年５月２５日

東京都人事委員会

委　員　長　　　　　　　内　田　　公　　三

委　　　員　　　　　　　神　垣　　英　郎

委　　　員　　　　　　　檜　垣　　正　已

上記は正本である
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